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第一章 総則  

（趣旨）  

第一条 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平

成十五年法律第百十号。以下「法」という。）による審判の手続等については、法に定めるも

ののほか、この規則の定めるところによる。  

（精神保健判定医の名簿の通知・法第六条）  

第二条 法第六条第二項の規定による精神保健判定医の名簿の送付があったときは、最高裁

判所は、速やかに、その内容を各地方裁判所に通知しなければならない。  

（精神保健審判員として任命すべき者の選任の取消し・法第六条）  



第三条 地方裁判所は、精神保健審判員として任命すべき者に選任された者が法第七条各号

のいずれかに該当するに至ったときは、その選任を取り消さなければならない。  

（精神保健審判員の解任・法第六条等）  

第四条 地方裁判所は、精神保健審判員が心身の故障その他の事由により職務の執行ができ

ないと認めるときは、当該精神保健審判員を解任することができる。 

（地方裁判所への委任・法第六条等）  

第五条 前三条に定めるもののほか、精神保健審判員として任命すべき者の選任及び精神保

健審判員の任命に関し必要な事項は、地方裁判所において定めることができる。  

（精神保健審判員の旅費、日当及び宿泊料・法第六条）  

第六条 精神保健審判員に支給する旅費、日当及び宿泊料の額は、国家公務員等の旅費に関

する法律（昭和二十五年法律第百十四号）及び国家公務員等の旅費に関する法律施行令（令

和六年政令第三百六号）の規定に基づいて受ける鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通

費、宿泊手当並びに宿泊費の額と同一とする。  

２ 前項に定めるもののほか、精神保健審判員に支給する旅費、日当及び宿泊料について

は、別に最高裁判所の定めるところによる。  

（令七最裁規五・一部改正） 

（宣誓の方式・法第九条）  

第七条 精神保健審判員がする法第九条第二項の規定による宣誓は、法令に従い公平誠実に

その職務を行うべきことを誓う旨を記載した書面に署名押印して、これを当該精神保健審判

員を任命した地方裁判所に提出することによって行うものとする。  

（除斥・法第十条）  

第八条 裁判官又は精神保健審判員の監督権を有する裁判所は、裁判官又は精神保健審判員

が法第十条において準用する刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）第二十条各号の

いずれかに該当すると認めるときは、除斥の決定をしなければならない。  

２ 前項の決定をするには、当該裁判官又は精神保健審判員の意見を聴かなければならな

い。  

３ 当該裁判官は、第一項の決定に関与することができない。  

４ 裁判所が当該裁判官の退去により第一項の決定をすることができないときは、直近上級

の裁判所が、当該決定をしなければならない。  

５ 第一項及び第二項の規定は、裁判所書記官について準用する。  

（回避）  

第九条 裁判官、精神保健審判員又は裁判所書記官は、職務の執行から除斥されるべきと

き、又は審判の公正を妨げるべき事情があるときは、監督権を有する裁判所の許可を得て、

回避することができる。  

（裁判官のみによる裁判又は処分・法第十一条）  

第十条 次に掲げる裁判又は処分は、法第十一条第一項の合議体の構成員である裁判官のみ

でする。  

一 第二十九条第二項の規定により出頭を命ずること。  

二 第三十条第一項の規定により呼出しをすること。  



三 第三十七条において準用する刑事訴訟規則（昭和二十三年最高裁判所規則第三十二号）

第二十六条第一項の規定により付添人の数を制限すること。  

四 第五十六条第一項の規定により付添人を選任するかどうかについて回答を求めること。  

（精神保健参与員として指定すべき者の欠格事由・法第十五条）  

第十一条 次の各号のいずれかに掲げる者は、精神保健参与員として指定すべき者に選任す

ることができない。  

一 拘禁刑以上の刑に処せられた者  

二 公務員で懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者  

三 第十三条第一項第二号の規定により精神保健参与員の指定を取り消された者  

（令七最裁規三・一部改正） 

（精神保健参与員として指定すべき者の選任の取消し・法第十五条）  

第十二条 地方裁判所は、精神保健参与員として指定すべき者に選任された者が前条各号の

いずれかに該当するに至ったときは、その選任を取り消さなければならない。  

（精神保健参与員の指定の取消し・法第十五条）  

第十三条 裁判所は、精神保健参与員が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消さなければならない。  

一 第十一条第一号又は第二号のいずれかに該当するに至ったとき。  

二 職務上の義務違反その他精神保健参与員たるに適しない非行があると認めるとき。  

２ 裁判所は、精神保健参与員が心身の故障その他の事由により職務の執行ができないと認

めるときは、その指定を取り消すことができる。  

（地方裁判所への委任・法第十五条）  

第十四条 前三条に定めるもののほか、精神保健参与員として指定すべき者の選任及び精神

保健参与員の指定に関し必要な事項は、地方裁判所において定めることができる。  

（精神保健参与員の旅費、日当及び宿泊料・法第十五条）  

第十五条 第六条の規定は、精神保健参与員について準用する。  

（資料提供の求めの方式等・法第二十三条等）  

第十六条 法第二十三条又は第九十条第一項の規定による資料の提供の求めは、次に掲げる

事項を明らかにしてしなければならない。  

一 対象者の氏名その他の対象者を特定するに足りる事項 

二 提供を求める資料を特定するに足りる事項 

三 資料の提供を求める理由  

２ 裁判所は、前項の求めに応じて刑事事件に係る訴訟に関する書類を提供しようとすると

きは、あらかじめ、検察官の意見を聴かなければならない。  

第二章 審判 

第一節 通則  

（裁判書）  

第十七条 裁判官及び精神保健審判員は、裁判をするときは、裁判書を作成し、これに記名

押印しなければならない。合議体で決定をする場合において、裁判書に記名押印できない裁

判官又は精神保健審判員があるときは、他の裁判官の一人（当該記名押印できない裁判官が



裁判長以外の裁判官である場合は、裁判長）又は精神保健審判員が、その事由を付記して記

名押印しなければならない。  

２ 次に掲げる裁判を除く裁判の裁判書には、前項の規定により記名押印することに代えて

押印することをもって足りる。  

一 処遇事件を終局させる決定  

二 法第四条第一項及び第二項、第五条、第二十九条第一項、第三十四条第三項ただし書

（法第三十七条第五項後段において準用する場合を含む。）、第三十七条第五項前段、

第四十条第二項前段、第四十一条第八項、第六十条第三項ただし書（法第六十二条第

二項後段において準用する場合を含む。）、第六十一条第三項、第六十二条第二項前段

並びに第六十九条ただし書（法第七十条第二項において準用する場合を含む。）の決定 

三 法第三十四条第一項前段及び第六十条第一項前段の命令  

四 第五十一条第二項（第八十五条第一項において準用する場合を含む。）の命令及び第五

十一条第三項（第五十七条、第八十五条第一項及び第八十七条第一項において準用する

場合を含む。）の決定  

３ 裁判書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 主文 

二 理由  

三 裁判を受ける者の氏名  

四 裁判を受ける者の年齢、職業、住居及び本籍  

五 処遇事件を特定するに足りる事項  

４ 次に掲げる裁判を除く裁判の裁判書には、前項第二号及び第四号に掲げる事項の記載を

省略することができる。  

一 処遇事件を終局させる決定  

二 法第三十四条第三項ただし書（法第三十七条第五項後段において準用する場合を含

む。）、第三十七条第五項前段、第四十条第二項前段、第四十一条第八項、第六十条第三

項ただし書（法第六十二条第二項後段において準用する場合を含む。）、第六十一条第三

項及び第六十二条第二項前段の決定  

三 法第三十四条第一項前段及び第六十条第一項前段の命令  

５ 裁判書には、処遇事件の記録中の書類の記載を引用することができる。  

（裁判の告知等）  

第十八条 次に掲げる決定の告知は、審判期日における言渡し又は裁判書の謄本の送達によ

ってしなければならない。ただし、この規則に特別の定めがある場合は、この限りでない。  

一 処遇事件を終局させる決定  

二 法第二十九条第一項、第三十四条第三項ただし書（法第三十七条第五項後段において準

用する場合を含む。）、第三十七条第五項前段、第四十条第二項前段、第四十一条第八

項、第六十条第三項ただし書（法第六十二条第二項後段において準用する場合を含

む。）、第六十一条第三項及び第六十二条第二項前段の決定  

三 第五十一条第三項（第五十七条、第八十五条第一項及び第八十七条第一項において準用

する場合を含む。）の決定  



２ 次に掲げる命令の告知は、対象者の面前における言渡し又は裁判書の謄本の送達によっ

てしなければならない。  

一 法第三十四条第一項前段及び第六十条第一項前段の命令  

二 第五十一条第二項（第八十五条第一項において準用する場合を含む。）の命令  

３ 第一項各号に掲げる決定及び前項各号に掲げる命令を除く裁判の告知は、相当と認める

方法によってするものとする。  

４ 裁判を審判期日又は裁判を受ける者の面前において言い渡す場合において、相当と認め

るときは、前条第一項の規定にかかわらず、裁判所書記官に当該裁判を調書に記載させるこ

とにより、裁判書の作成に代えることができる。  

５ 裁判を裁判書の謄本の送達以外の方法により告知した場合には、裁判所書記官は、告知

の方法、場所及び年月日を裁判書又は裁判を記載した調書に付記して押印しなければならな

い。  

（裁判と同行状の執行指揮）  

第十九条 法第三十四条第一項前段及び第三十七条第五項前段の裁判、この規則第五十一条

第二項及び第三項（第五十七条において準用する場合を含む。）の裁判並びに同行状（検察官

にその執行を嘱託した場合に限る。）は、検察官の指揮によって執行する。  

２ 法第四十二条第一項第一号、第六十条第一項前段、第六十一条第一項第一号及び第六十

二条第二項前段の裁判、この規則第八十五条第一項において準用する第五十一条第二項及び

第三項の裁判、第八十七条第一項において準用する第五十一条第三項の裁判並びに同行状

（検察官にその執行を嘱託した場合を除く。）は、裁判長等（法第十一条第一項の合議体の

構成員である裁判官又は裁判長をいう。以下同じ。）又は裁判官の指揮によって執行する。  

３ 前二項の指揮は、裁判書若しくは裁判を記載した調書の謄本若しくは抄本又は同行状に

押印して行うものとする。ただし、急速を要するときは、対象者の氏名及び年齢、裁判の主

文及び年月日、裁判所並びに裁判官及び精神保健審判員（精神保健審判員にあっては、法第

十一条第一項の合議体が裁判をした場合に限る。）の氏名を記載した書面に押印して行うこ

とができる。  

（陳述録取調書の作成）  

第二十条 裁判長等又は裁判官は、対象者、保護者又は参考人の陳述の内容が審判上必要で

あると認めるときは、裁判所書記官に、調書を作成させなければならない。  

２ 前項の調書には、対象者、保護者又は参考人の陳述の要旨及び裁判長等又は裁判官が記

載を命じた事項を記載するものとする。  

（調書への引用）  

第二十一条 調書には、書面、写真その他適当と認めるものを引用し、記録に添付して調書

の一部とすることができる。  

（医師等の指定及び変更の通知）  

第二十二条 指定医療機関の管理者又は保護観察所の長は、法第三十一条第五項及び第三十

二条第二項並びにこの規則第四十条第一項の医師又は社会復帰調整官を指定したときは、書

面をもって、その旨を裁判所に通知しなければならない。その通知の内容に変更が生じたと

きも、同様とする。  



２ 前項の規定は、法第二十三条の三の規定により保護者となる市町村長（特別区の長を含

む。以下同じ。）が法第三十一条第六項及びこの規則第四十三条第二項の職員を指定した場合

について準用する。  

（平二六最裁規一・一部改正）  

（書類及び送達等）  

第二十三条 刑事訴訟法第一編第六章及び刑事訴訟規則第一編第六章の規定は、処遇事件の

性質に反しない限り、処遇事件に関する書類及び送達について準用する。  

２ 刑事訴訟規則第二百九十六条の規定は裁判所又は裁判官に対する申立てその他の申述に

ついて、同規則第二百九十八条の規定は処遇事件に関する書類の発送及び受理並びに処遇事

件の関係人その他の者に対する通知について、それぞれ準用する。  

（事実の取調べの申出・法第二十四条）  

第二十四条 検察官、法第二条第四項に規定する指定入院医療機関の管理者若しくは保護観

察所の長又は対象者、保護者若しくは付添人は、裁判所又は裁判官に対し、証人尋問、鑑

定、検証、押収（刑事訴訟法第百二条の二第一項に規定する電磁的記録提供命令（同項第一

号イに掲げる方法による提供を命ずるものに限る。）を含む。）、捜索、同法第百二条の二第一

項に規定する電磁的記録提供命令（同号ロに掲げる方法による提供を命ずるものに限る。）、

通訳及び翻訳並びに官公署、医療施設その他の公私の団体に対して必要な事項の報告、資料

の提出その他の協力を求める処分の申出をすることができる。  

（令七最裁規一七・一部改正） 

（鑑定人の宣誓の方式・法第二十四条等）  

第二十五条 宣誓は、鑑定人が、良心に従って誠実に鑑定することを誓う旨を述べる方式

（当該事項を述べることができないときは、裁判所書記官が当該事項を記載した書面を朗読

し、鑑定人が当該書面に署名する方式）によりしなければならない。  

２ 鑑定人の宣誓は、前項の方式によるほか、良心に従って誠実に鑑定することを誓う旨を

記載した書面に鑑定人が署名して裁判所に提出する方式によってもさせることができる。  

３ 前項の規定により同項の書面を提出する方式によって宣誓をさせるに当たっては、虚偽

の鑑定をしたときは刑罰が科されることがある旨を記載した書面を鑑定人に送付しなければ

ならない。  

（令七最裁規一七・一部改正） 

（鑑定の経過及び結果の報告期限・法第二十四条等）  

第二十六条 裁判所は、鑑定の経過及び結果を報告すべき期限を定めることができる。  

（証人尋問等・法第二十四条）  

第二十七条 刑事訴訟規則中裁判所の行う証人尋問、鑑定、検証、押収（刑事訴訟法第百二

条の二第一項に規定する電磁的記録提供命令（同項第一号イに掲げる方法による提供を命ず

るものに限る。）を含む。）、同項に規定する電磁的記録提供命令（同号ロに掲げる方法による

提供を命ずるものに限る。）、捜索、通訳及び翻訳に関する規定は、処遇事件の性質に反しな

い限り、法第二十四条第三項の規定による証人尋問、鑑定、検証、押収、電磁的記録提供命

令、捜索、通訳及び翻訳について準用する。  

（令七最裁規一七・一部改正） 

（呼出状の記載要件・法第二十六条）  



第二十八条 法第二十六条第一項の呼出状には、対象者の氏名、年齢及び住居、処遇事件に

ついて呼び出す旨、出頭すべき年月日時及び場所並びに正当な理由がなく出頭しないときは

同行状を発することがある旨を記載し、裁判長等又は裁判官が記名押印しなければならな

い。  

２ 審判期日に呼び出す場合における前項の呼出状には、前項に規定する事項のほか、心

身の障害のため、又は正当な理由がなく審判期日に出席しないときは、対象者が出席しな

いでも審判を行うことがある旨を記載しなければならない。  

３ 法第三十四条第二項本文（法第三十七条第五項後段において準用する場合を含む。）又

は第六十条第二項本文（法第六十二条第二項後段において準用する場合を含む。）の手続に

呼び出す場合における第一項の呼出状には、同項に規定する事項のほか、心身の障害のた

め、又は正当な理由がなく裁判官又は裁判所の面前に出頭しないときは、対象者に陳述の

機会を与えることなく、法第三十四条第一項前段若しくは第六十条第一項前段の命令又は

法第三十七条第五項前段若しくは第六十二条第二項前段の決定をすることがある旨を記載

しなければならない。  

（呼出状の送達等・法第二十六条）  

第二十九条 前条第一項の呼出状は、対象者に送達しなければならない。  

２ 出頭した対象者に対し口頭で次回の出頭を命じたときは、呼出状を送達した場合と同一

の効力を有する。この場合においては、当該出頭を命じた旨を調書に記載しなければならな

い。  

３ 第一項の規定により送達をし、又は前項の規定により出頭を命じたときは、速やかに、

その旨を付添人（付添人がない場合にあっては保護者）に通知しなければならない。  

４ 法第三十四条第一項前段若しくは第六十条第一項前段の命令又は法第三十七条第五項前

段、第四十二条第一項第一号、第六十一条第一項第一号若しくは第六十二条第二項前段の決

定により入院している対象者に対し、第一項の規定により送達をし、又は第二項前段の規定

により出頭を命じたときは、速やかに、その旨を当該対象者が入院している医療施設の管理

者に通知しなければならない。  

（簡易の呼出し）  

第三十条 処遇事件についての呼出しは、呼出状の送達以外の相当と認める方法によってす

ることができる。  

２ 前条第四項の規定は、前項の規定により呼出しをした場合について準用する。  

（同行状の記載要件・法第二十六条）  

第三十一条 法第二十六条第二項及び第三項の同行状には、対象者の氏名、年齢及び住居、

処遇事件名、同行すべき場所、有効期間及びその期間経過後は執行に着手することができず

当該同行状は返還しなければならない旨並びに発付の年月日を記載し、裁判長等又は裁判官

が記名押印しなければならない。  

２ 法第二十六条第三項の同行状には、前項に規定する事項のほか、特に発付を必要とする

理由を具体的に記載しなければならない。  

３ 第一項の同行状の有効期間は、発付の日から七日とする。ただし、相当と認めるとき

は、七日を超える期間を定めることができる。  

（同行状の執行と執行後の処置・法第二十八条）  



第三十二条 前条第一項の同行状の執行を検察官に嘱託する場合には、当該同行状の原本を

検察官に送付しなければならない。同項の同行状を保護観察所の職員に執行させる場合に

は、当該同行状の原本を保護観察所の長に送付しなければならない。  

２ 前条第一項の同行状は、数通を発することができる。  

３ 前条第一項の同行状を執行したときはこれに執行の場所及び年月日時を記載し、執行す

ることができなかったときはこれにその事由を記載して、記名押印しなければならない。  

４ 前項の同行状は、これを発した裁判所又は裁判官に提出しなければならない。検察官に

その執行を嘱託した同行状については、検察官を経由してしなければならない。  

５ 裁判所又は裁判官は、前項の同行状を受け取ったときは、執行することができなかった

場合を除き、裁判所書記官に引致された年月日時を当該同行状に記載させなければならな

い。  

（出頭命令・法第二十九条）  

第三十三条 裁判所は、法第二十九条第一項の決定をしたときは、速やかに、その旨を付添

人（付添人がない場合にあっては保護者）及び対象者が入院している医療施設の管理者に通

知しなければならない。  

２ 法第二十九条第二項の規定による護送の嘱託は、同条第一項の決定の裁判書又は当該決

定を記載した調書の謄本又は抄本を検察官に送付してしなければならない。  

（不出頭の場合の資料）  

第三十四条 対象者は、呼出しを受け、又は出頭を命ぜられた場合において、出頭すること

ができないと思料するときは、速やかに、その理由を記載した書面及びその理由を明らかに

すべき資料を裁判所又は裁判官に提出しなければならない。  

（付添人の選任・法第三十条）  

第三十五条 付添人の選任は、付添人と連署した書面を提出してしなければならない。  

２ 付添人の選任は、審級ごとにしなければならない。  

（主任付添人等・法第三十条）  

第三十六条 刑事訴訟規則第十九条から第二十五条までの規定は、対象者に二以上の付添人

がある場合について準用する。  

（付添人の数の制限・法第三十条）  

第三十七条 刑事訴訟規則第二十六条の規定は、法第三十条第二項の規定により付添人の数

を制限する場合について準用する。  

（国選付添人の選任・法第三十条）  

第三十八条 法第三十条第三項の規定により裁判所が付すべき付添人は、裁判所の所在地に

ある弁護士の中から裁判長等がこれを選任しなければならない。ただし、裁判所の所在地に

弁護士がないときその他やむを得ない事情があるときは、その裁判所の所在地を管轄する地

方裁判所の管轄区域又はこれに隣接する他の地方裁判所の管轄区域内にある弁護士の中から

これを選任することができる。  

２ 前項の規定にかかわらず、抗告裁判所が付添人を付する場合であって、抗告審の審理の

ために特に必要があると認めるときは、裁判長は、原裁判所が付した付添人であった弁護士

を選任することができる。  



３ 前項の規定は、法第七十条第一項の抗告に関する手続において最高裁判所が付添人を付

する場合について準用する。  

（付添人選任の通知・法第三十条）  

第三十九条 法第三十四条第一項前段若しくは第六十条第一項前段の命令又は法第三十七条

第五項前段、第四十二条第一項第一号、第六十一条第一項第一号若しくは第六十二条第二項

前段の決定により入院している対象者について、法第三十条第一項の規定により付添人が選

任されたときは、裁判所（法第十一条第一項の合議体による裁判所で審判すべき場合であっ

て、精神保健審判員が任命されるまでの間においては、法第三十三条第一項、第四十九条第

一項若しくは第二項、第五十条又は第五十九条第一項若しくは第二項の申立てを受けた地方

裁判所の裁判官）は、速やかに、その旨を当該対象者が入院している医療施設の管理者に通

知しなければならない。  

２ 裁判長等は、前項に規定する対象者について、前条の規定により付添人を選任したと

きは、速やかに、その旨を当該対象者が入院している医療施設の管理者に通知しなければ

ならない。  

（審判の準備・法第三十一条）  

第四十条 裁判所は、適当と認めるときは、検察官、指定入院医療機関の管理者若しくはそ

の指定する医師又は保護観察所の長若しくはその指定する社会復帰調整官及び付添人を出頭

させた上、審判の進行に関し必要な事項について打合せを行うことができる。  

２ 前項の打合せは、合議体の構成員（精神保健審判員を除く。）に行わせることができ

る。  

３ 裁判所は、裁判所書記官に命じて、審判の進行に関し必要な事項について、検察官、指

定入院医療機関の管理者、保護観察所の長又は付添人に問合せをさせることができる。  

（審判期日の指定及び通知・法第三十一条） 

第四十一条 審判期日は、裁判長等が定める。  

２ 審判期日は、保護者及び付添人に通知しなければならない。  

（審判期日の列席者・法第三十一条）  

第四十二条 審判期日には、裁判官、精神保健審判員（法第十一条第一項の合議体が審判期

日を開く場合に限る。）及び裁判所書記官が列席する。  

（対象者の任意の供述）  

第四十三条 裁判長等は、審判期日において、対象者が任意に供述をする場合には、必要と

する事項につき対象者の供述を求めることができる。  

２ 精神保健審判員、陪席の裁判官、検察官、指定入院医療機関の管理者若しくはその指定

する医師、保護観察所の長若しくはその指定する社会復帰調整官、保護者（法第二十三条の

三の規定により保護者となる市町村長については、その指定する職員を含む。次条において

同じ。）又は付添人は、裁判長等に告げて、前項の供述を求めることができる。  

（平二六最裁規一・一部改正）  

（審判調書）  

第四十四条 審判期日における手続については、審判調書を作成する。  

２ 審判調書には、次に掲げる事項その他審判に関する重要な事項を記載するものとする。  

一 審判をした裁判所、年月日及び場所 



二 処遇事件名及び対象者の氏名  

三 列席した裁判官、精神保健審判員（法第四十一条第七項の規定により出席した場合を

含む。）及び裁判所書記官並びに出席した精神保健参与員、検察官、指定医療機関の

管理者又はその指定する医師及び保護観察所の長又はその指定する社会復帰調整官の

氏名 

四 出席した対象者、保護者及び付添人の氏名  

五 検察官、指定医療機関の管理者又はその指定する医師、保護観察所の長又はその指定

する社会復帰調整官、保護者及び付添人の陳述の要旨 

六 対象者の陳述の要旨  

七 証人、鑑定人、通訳人、翻訳人及び参考人の供述の要旨 

八 裁判その他の処分をしたこと。  

九 裁判長等が記載を命じた事項  

３ 裁判所書記官は、裁判長等の許可があるときは、審判調書の作成又は前項第一号から第

八号までに掲げる記載事項の一部を省略することができる。ただし、法第六十四条第一項及

び第二項並びに第七十条第一項の抗告があった場合並びにこれらの抗告の手続における審判

調書については、この限りでない。  

（審判調書の記名押印及び認印）  

第四十五条 審判調書には、裁判所書記官が記名押印し、裁判長等が認印しなければならな

い。  

２ 法第十一条第一項の合議体の構成員である裁判官に差し支えがあるときは、裁判所書記

官がその事由を付記して記名押印しなければならない。  

３ 裁判長に差し支えがあるときは、他の裁判官の一人がその事由を付記して認印しなけれ

ばならない。ただし、いずれの裁判官にも差し支えがあるときは、裁判所書記官がその事由

を付記して記名押印すれば足りる。  

４ 裁判所書記官に差し支えがあるときは、裁判長等がその事由を付記して認印すれば足り

る。  

（適正な審判のための措置等）  

第四十六条 裁判長等は、審判期日において、適正な審判をするため必要があると認めると

きは、発言を制止し、対象者以外の者を退席させ、又はその他の適当な措置を講ずることが

できる。  

２ 裁判長等は、対象者の精神障害の状態を考慮し、必要があると認めるときは、指定医

療機関の管理者又はその指定する医師の協力を求めることその他の当該精神障害の状態に

応じた適当な措置を講ずることができる。 

（記録等の閲覧又は謄写・法第三十二条）  

第四十七条 裁判長等は、処遇事件の記録又は証拠物の閲覧又は謄写について、その日時、

場所及び時間を指定することができる。  

２ 裁判長等は、処遇事件の記録又は証拠物の閲覧又は謄写について、書類の破棄その他不

法な行為を防ぐため必要があると認めるときは、裁判所書記官その他の裁判所職員を閲覧若

しくは謄写に立ち会わせ、又はその他の適当な措置を講じなければならない。  

（検察官の意見の聴取・法第三十二条）  



第四十八条 裁判所は、刑事事件に係る訴訟に関する書類について、法第三十二条第一項の

許可をしようとするときは、あらかじめ、検察官の意見を聴かなければならない。  

第二節 入院又は通院  

（申立ての方式・法第三十三条）  

第四十九条 法第三十三条第一項の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければ

ならない。  

一 対象者の氏名、年齢、職業、住居及び本籍  

二 対象者が法第二条第二項に該当するとする理由の要旨  

三 法第三十四条第一項前段の命令により対象者を入院させるべき医療施設の名称、所在地

及び管理者の氏名  

四 対象者に対する他の処遇事件があるときは、その旨及び当該他の処遇事件が係属する裁

判所  

五 保護者の氏名及び住居（保護者が判明しない場合は、後見人又は保佐人、配偶者、親権

を行う者及び扶養義務者の氏名及び住居）  

（平二六最裁規一・一部改正）  

（申立ての通知・法第三十三条）  

第五十条 法第三十三条第一項の申立てがあったときは、これを受けた地方裁判所の裁判官

は、速やかに、その旨を対象者及び付添人（付添人がない場合にあっては保護者）に通知し

なければならない。  

（鑑定入院命令・法第三十四条）  

第五十一条 法第三十四条第一項前段の命令においては、対象者を入院させるべき医療施設

を指定しなければならない。  

２ 法第三十三条第一項の申立てを受けた地方裁判所の裁判官は、必要があると認めるとき

は、命令をもって、前項の規定による指定を変更することができる。ただし、精神保健審判

員が任命された後においては、この限りでない。  

３ 裁判所は、必要があると認めるときは、決定をもって、第一項の規定による指定を変更

することができる。  

４ 法第三十四条第四項及び第五項の規定は、第二項の命令及び前項（第五十七条において

準用する場合を含む。）の決定について準用する。  

（鑑定入院命令に関する通知・法第三十四条）  

第五十二条 法第三十四条第一項前段の命令、同条第三項ただし書の決定、前条第二項の命

令及び同条第三項の決定をしたときは、速やかに、その旨を付添人及び保護者に通知しなけ

ればならない。  

２ 法第三十四条第三項ただし書の決定をしたときは、速やかに、その旨を対象者が入院し

ている医療施設の管理者に通知しなければならない。  

３ 法第三十四条第一項前段の命令を取り消し、若しくはその執行を停止したとき、又は法

第三十四条第三項ただし書の決定を取り消し、若しくはその執行を停止したときも、前項と

同様とする。  

（裁判所書記官の立会い及び調書の作成・法第三十四条）  



第五十三条 法第三十四条第二項本文の手続には、裁判所書記官を立ち会わせなければなら

ない。  

２ 裁判所書記官は、前項に規定する手続について、調書を作らなければならない。  

３ 前項の調書には、対象者の陳述の要旨及び裁判官が記載を命じた事項を記載するものと

する。  

４ 第二項の調書には、裁判所書記官が記名押印し、裁判官が認印しなければならない。  

５ 裁判官に差し支えがあるときは、裁判所書記官がその事由を付記して記名押印しなけれ

ばならない。  

６ 裁判所書記官に差し支えがあるときは、裁判官がその事由を付記して認印すれば足り

る。  

（鑑定入院命令等の執行と執行後の処置・法第三十四条）  

第五十四条 法第三十四条第一項前段の命令、この規則第五十一条第二項の命令又は同条第

三項の決定は、裁判書又は裁判を記載した調書の謄本又は抄本を検察官に送付してその執行

を嘱託しなければならない。  

２ 前項に規定する命令又は決定を執行したときは執行の場所及び年月日時を記載した書面

を、執行することができなかったときはその事由を記載した書面を、執行を指揮した検察官

を経由して、当該命令又は決定をした裁判官又は裁判所に提出しなければならない。  

（入院費等の支払・法第三十四条）  

第五十五条 裁判所は、法第三十四条第一項前段の命令が執行された場合には、医療施設の

管理者の請求により、入院に要した費用及び精神障害の治療に要した費用を支払うものとす

る。  

２ 前項の規定により支払うべき費用の額は、裁判所の相当と認めるところによる。  

（付添人の選任に関する処分・法第三十五条）  

第五十六条 裁判所は、法第三十三条第一項の申立てがあった場合において、対象者に付添

人がないときは、遅滞なく、対象者及び保護者に対し、一定の期間を定めて、付添人を選任

するかどうかについて回答を求めなければならない。  

２ 前項の期間内に回答がなく又は付添人の選任がないときは、法第十一条第一項の合議体

の構成員である裁判官は、直ちに対象者のため付添人を選任しなければならない。  

３ 第一項の処分は、法第三十四条第二項本文の手続を行う裁判官がすることもできる。  

（鑑定入院決定・法第三十七条）  

第五十七条 第五十一条第一項及び第三項並びに第五十二条から第五十五条までの規定は、

法第三十七条第五項前段の決定について準用する。この場合において、第五十二条第一項中

「法第三十四条第一項前段の命令、同条第三項ただし書の決定、前条第二項の命令及び同条

第三項の決定」とあるのは「法第三十七条第五項前段及び同項後段において準用する法第三

十四条第三項ただし書の決定並びに第五十七条において準用する前条第三項の決定」と、同

条第二項及び第三項中「法第三十四条第三項ただし書」とあるのは「法第三十七条第五項後

段において準用する法第三十四条第三項ただし書」と、同項中「法第三十四条第一項前段の

命令」とあるのは「法第三十七条第五項前段の決定」と、第五十三条第一項中「法第三十四

条第二項本文」とあるのは「法第三十七条第五項後段において準用する法第三十四条第二項

本文」と、同条第三項から第六項までの規定中「裁判官」とあるのは「法第十一条第一項の



合議体の構成員である裁判官」と、第五十四条第一項中「法第三十四条第一項前段の命令、

この規則第五十一条第二項の命令又は同条第三項の決定」とあるのは「法第三十七条第五項

前段の決定及び第五十七条において準用する第五十一条第三項の決定」と読み替えるものと

する。  

（保護観察所による生活環境の調査・法第三十八条）  

第五十八条 裁判所は、保護観察所の長に対し、法第三十八条の規定により調査及び報告を

求める場合には、必要な事項を指示しなければならない。  

２ 裁判所は、前項に規定する場合には、同項の報告の期限を定めることができる。  

３ 裁判所は、第一項に規定する場合には、保護観察所の長に対し、必要な資料を提供する

ことができる。  

４ 前項の規定により刑事事件に係る訴訟に関する書類を提供しようとするときは、あらか

じめ、検察官の意見を聴かなければならない。  

５ 第一項の調査及び報告の求めを受けた保護観察所の長は、意見を付して、調査の結果を

書面で報告するものとする。  

（審判期日の通知・法第三十九条）  

第五十九条 法第十一条第一項の合議体による裁判所が開く審判期日（法第三十三条第一項

の申立てに係るものに限る。）は、検察官に通知しなければならない。  

（医療施設の管理者への通知等・法第四十条）  

第六十条 裁判所は、法第三十四条第一項前段の命令又は法第三十七条第五項前段の決定に

より入院している対象者に対し、法第四十条第一項の決定をしたときは、速やかに、その旨

を当該対象者が入院している医療施設の管理者に通知しなければならない。  

２ 前項の通知を受けた医療施設の管理者は、対象者を退院させなければならない。  

（検察官の通知・法第四十条）  

第六十一条 法第四十条第二項後段の規定による検察官の通知は、書面でしなければならな

い。  

（審判期日の通知・法第四十一条）  

第六十二条 第五十九条の規定は、法第四十一条第一項の合議体による裁判所が開く審判期

日について準用する。  

（決定の告知方法・法第四十二条）  

第六十三条 対象者に対する法第四十二条第一項第一号の決定の告知は、裁判書の謄本を厚

生労働省の職員を介して対象者に交付する方法によってすることができる。  

２ 対象者に対する法第四十二条第一項第二号の決定の告知は、裁判書の謄本を社会復帰調

整官を介して対象者に交付する方法によってすることができる。  

３ 前二項の規定により告知をする場合において、対象者が正当な理由がなく裁判書の謄本

の交付を受けることを拒んだときは、対象者にこれを提示すれば足りる。  

４ 前三項の規定により告知をしたときは告知の方法、場所及び年月日を記載した書面を、

告知をすることができなかったときはその事由を記載した書面を、法第四十二条第一項第一

号又は第二号の決定をした裁判所に提出しなければならない。  

（厚生労働大臣への通知等・法第四十二条）  



第六十四条 裁判所は、法第四十二条第一項の決定をしたときは、速やかに、その旨を厚生

労働大臣に通知しなければならない。  

２ 裁判所は、法第四十二条第一項の決定をする場合において、必要があると認めるとき

は、あらかじめ、当該決定の予定日を厚生労働大臣に通知することができる。  

３ 裁判所は、法第四十二条第一項第二号の決定をしたときは、速やかに、その旨を保護観

察所の長に通知しなければならない。  

４ 第六十条の規定は、法第三十四条第一項前段の命令又は法第三十七条第五項前段の決定

により入院している対象者に対し、法第四十二条の決定をした場合について準用する。  

（資料提供の求め・法第四十三条）  

第六十五条 厚生労働大臣は、法第四十三条第三項の規定により指定入院医療機関又は指

定通院医療機関を定めるため必要があると認めるときは、その必要な限度において、裁判

所に対し、法第三十七条第一項に規定する鑑定の経過及び結果を記載した書面その他の必

要な資料の提供を求めることができる。  

２ 第十六条の規定は、前項の規定による資料の提供の求めについて準用する。  

（決定の執行等・法第四十五条）  

第六十六条 裁判所は、法第四十二条第一項第一号の決定を執行させるため、裁判書若しく

は決定を記載した調書の謄本若しくは抄本又は対象者の氏名及び年齢、決定の主文及び年月

日、裁判所並びに裁判官及び精神保健審判員の氏名を記載した書面を厚生労働大臣に送付し

なければならない。  

２ 法第四十二条第一項第一号の決定を執行したときは執行の場所及び年月日時並びに対象

者を入院させた指定入院医療機関の名称、所在地及び管理者の氏名を記載した書面を、執行

することができなかったときはその事由を記載した書面を、当該決定をした裁判所に提出し

なければならない。  

（呼出状の記載要件等・法第四十五条）  

第六十七条 法第四十五条第三項の呼出状には、対象者の氏名、年齢及び住居、法第四十二

条第一項第一号の決定の執行のために呼び出す旨、出頭すべき年月日時及び場所並びに正当

な理由がなく出頭しないときは同行状を発することがある旨を記載し、法第十一条第一項の

合議体の構成員である裁判官が記名押印しなければならない。  

２ 前項の呼出状は、対象者に送達しなければならない。  

３ 裁判所は、前項の規定により送達をしたときは、速やかに、その旨を付添人（付添人が

ない場合にあっては保護者）に通知しなければならない。  

（同行状の記載要件と執行・法第四十五条）  

第六十八条 法第四十五条第四項及び第五項の同行状には、対象者の氏名、年齢及び住居、

法第四十二条第一項第一号の決定の執行のために同行する旨、同行すべき場所並びに発付の

年月日を記載し、法第十一条第一項の合議体の構成員である裁判官が記名押印しなければな

らない。  

２ 第三十二条第一項前段及び第二項から第五項までの規定は、前項の同行状について準用

する。  

（傍聴の申出の際に明らかにすべき事項等・法第四十七条）  



第六十九条 法第四十七条第一項の申出は、次に掲げる事項を明らかにしてしなければなら

ない。  

一 申出人の氏名又は名称及び住居  

二 当該申出に係る処遇事件を特定するに足りる事項  

三 申出人が傍聴を求める処遇事件に係る対象行為の被害者等（被害者又はその法定代理人

若しくは被害者が死亡した場合若しくはその心身に重大な故障がある場合におけるその

配偶者、直系の親族若しくは兄弟姉妹をいう。）であることの基礎となるべき事実  

２ 前項の申出については、弁護士でなければ代理人となることができない。  

（通知の申出の際に明らかにすべき事項等・法第四十八条）  

第七十条 前条第一項の規定は、法第四十八条第一項の申出について準用する。  

２ 前項の申出及び法第四十八条第一項の規定による通知の受領については、弁護士でなけ

れば代理人となることができない。  

第三節 退院又は入院継続  

（申立ての方式・法第四十九条）  

第七十一条 法第四十九条第一項又は第二項の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面で

しなければならない。  

一 対象者の氏名、年齢、職業、住居及び本籍  

二 対象者に対する他の処遇事件があるときは、その旨及び当該他の処遇事件が係属する裁

判所  

三 保護者の氏名及び住居（保護者が判明しない場合は、後見人又は保佐人、配偶者、親権

を行う者及び扶養義務者の氏名及び住居）  

四 対象者について法第四十二条第一項第一号又は第六十一条第一項第一号の決定があった

日及び当該決定をした裁判所  

五 対象者について法第五十一条第一項第一号の決定があるときは、当該決定（これが複数

あるときは、その最後のものをいう。以下この号において同じ。）があった日及び当該

決定をした裁判所  

六 法第四十九条第二項ただし書に規定する期間の進行の停止があったときは、その旨  

七 申立ての趣旨及び理由  

（申立ての通知・法第四十九条）  

第七十二条 法第四十九条第一項又は第二項の申立てがあったときは、これを受けた地方裁

判所の裁判官は、速やかに、その旨を対象者及び付添人（付添人がない場合にあっては保護

者）に通知しなければならない。  

（申立ての方式・法第五十条）  

第七十三条 法第五十条の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。  

一 第七十一条第一号から第五号までに掲げる事項 

二 対象者が入院している指定入院医療機関の名称 

三 申立ての趣旨及び理由  

（申立ての通知・法第五十条）  



第七十四条 法第五十条の申立てがあったときは、これを受けた地方裁判所の裁判官は、速

やかに、その旨を指定入院医療機関の管理者に通知しなければならない。  

（決定の告知方法等・法第五十一条）  

第七十五条 第六十三条第二項から第四項まで及び第六十四条第三項の規定は法第五十一条

第一項第二号の決定について、第六十四条第一項及び第二項の規定は法第五十一条第一項各

号の決定について、それぞれ準用する。  

２ 第六十五条の規定は、法第五十一条第三項において準用する法第四十三条第三項の規定

により指定通院医療機関を定める場合について準用する。この場合において、第六十五条第

一項中「法第三十七条第一項」とあるのは、「法第五十二条」と読み替えるものとする。  

（保護観察所による生活環境の調査・法第五十三条）  

第七十六条 第五十八条の規定は、法第五十三条において準用する法第三十八条の規定によ

る調査及び報告について準用する。  

第四節 処遇の終了又は通院期間の延長  

（申立ての方式・法第五十四条）  

第七十七条 法第五十四条第一項又は第二項の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面で

しなければならない。  

一 対象者の氏名、年齢、職業、住居及び本籍  

二 対象者が通院している指定通院医療機関の名称、所在地及び管理者の氏名  

三 対象者に対する他の処遇事件があるときは、その旨及び当該他の処遇事件が係属する裁

判所  

四 保護者の氏名及び住居（保護者が判明しない場合は、後見人又は保佐人、配偶者、親権

を行う者及び扶養義務者の氏名及び住居）  

五 対象者について法第四十二条第一項第二号又は第五十一条第一項第二号の決定があった

日及び当該決定をした裁判所  

六 対象者について法第五十六条第一項第一号又は第六十一条第三項の決定があるときは、

当該決定（これらが複数あるときは、その最後のものをいう。以下この号において同

じ。）があった日及び当該決定をした裁判所 

七 申立ての趣旨及び理由  

（申立ての通知・法第五十四条）  

第七十八条 法第五十四条第一項又は第二項の申立てがあったときは、これを受けた地方裁

判所の裁判官は、速やかに、その旨を対象者及び付添人（付添人がない場合にあっては保護

者）に通知しなければならない。  

（申立ての方式・法第五十五条）  

第七十九条 法第五十五条の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。  

一 第七十七条第一号及び第三号から第六号までに掲げる事項 

二 対象者が通院している指定通院医療機関の名称  

三 対象者に対して精神保健観察を実施している保護観察所 

四 申立ての趣旨及び理由  

（保護観察所の長への通知・法第五十五条）  



第八十条 法第五十五条の申立てがあったときは、これを受けた地方裁判所の裁判官は、速

やかに、その旨を保護観察所の長に通知しなければならない。  

（厚生労働大臣への通知・法第五十六条）  

第八十一条 第六十四条第一項の規定は、法第五十六条第一項の決定について準用する。  

（保護観察所による生活環境の調査・法第五十八条）  

第八十二条 第五十八条の規定は、法第五十八条において準用する法第三十八条の規定によ

る調査及び報告について準用する。  

第五節 再入院等  

（申立ての方式・法第五十九条）  

第八十三条 法第五十九条第一項又は第二項の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面で

しなければならない。  

一 対象者の氏名、年齢、職業、住居及び本籍  

二 対象者が通院している指定通院医療機関の名称、所在地及び管理者の氏名  

三 対象者に対する他の処遇事件があるときは、その旨及び当該他の処遇事件が係属する裁

判所  

四 保護者の氏名及び住居（保護者が判明しない場合は、後見人又は保佐人、配偶者、親権

を行う者及び扶養義務者の氏名及び住居）  

五 対象者について法第四十二条第一項第二号又は第五十一条第一項第二号の決定があった

日及び当該決定をした裁判所  

六 対象者について法第五十六条第一項第一号又は第六十一条第三項の決定があるときは、

当該決定（これらが複数あるときは、その最後のものをいう。以下この号において同

じ。）があった日及び当該決定をした裁判所  

七 法第五十九条第二項ただし書の規定により同条第一項の協議を行わず、又は同項の意見

を付さないときは、緊急を要する理由 

八 申立ての趣旨及び理由  

（申立ての通知・法第五十九条）  

第八十四条 法第五十九条第一項又は第二項の申立てがあったときは、これを受けた地方裁

判所の裁判官は、速やかに、その旨を対象者及び付添人（付添人がない場合にあっては保護

者）に通知しなければならない。  

（鑑定入院命令・法第六十条）  

第八十五条 第五十一条第一項から第三項まで、第五十二条、第五十三条及び第五十五条の

規定は、法第六十条第一項前段の命令について準用する。この場合において、第五十一条第

二項中「法第三十三条第一項」とあるのは「法第五十九条第一項又は第二項」と、第五十二

条第一項中「法第三十四条第一項前段の命令、同条第三項ただし書の決定、前条第二項の命

令及び同条第三項の決定」とあるのは「法第六十条第一項前段の命令、同条第三項ただし書

の決定、第八十五条第一項において準用する前条第二項の命令及び第八十五条第一項におい

て準用する前条第三項の決定」と、同条第二項及び第三項中「法第三十四条第三項ただし

書」とあるのは「法第六十条第三項ただし書」と、同項中「法第三十四条第一項前段」とあ

るのは「法第六十条第一項前段」と、第五十三条第一項中「法第三十四条第二項本文」とあ

るのは「法第六十条第二項本文」と読み替えるものとする。  



２ 法第三十四条第四項及び第五項の規定は、前項において準用する第五十一条第二項の命

令及び前項において準用する第五十一条第三項（第八十七条第一項において準用する場合を

含む。）の決定について準用する。この場合において、法第三十四条第四項中「検察官」と

あるのは「保護観察所の職員」と、「執行を嘱託するものとする」とあるのは「執行をさせ

るものとする」と読み替えるものとする。  

３ 法第六十条第一項前段の命令、第一項において準用する第五十一条第二項の命令又は第

一項において準用する第五十一条第三項の決定は、裁判書若しくは裁判を記載した調書の謄

本若しくは抄本又は対象者の氏名及び年齢、裁判の主文及び年月日、裁判所並びに裁判官及

び精神保健審判員（精神保健審判員にあっては、法第十一条第一項の合議体が裁判をした場

合に限る。）の氏名を記載した書面を保護観察所の長に送付してその執行をさせなければな

らない。  

４ 前項に規定する命令又は決定を執行したときは執行の場所及び年月日時を記載した書面

を、執行することができなかったときはその事由を記載した書面を、当該命令又は決定をし

た裁判官又は裁判所に提出しなければならない。  

（入院等の決定・法第六十一条）  

第八十六条 第六十条の規定は、法第六十条第一項前段の命令又は法第六十二条第二項前段

の決定により入院している対象者に対し、法第六十一条第一項及び第二項の決定をした場合

について準用する。  

２ 第六十三条第一項、第三項及び第四項並びに第六十六条の規定は法第六十一条第一項第

一号の決定について、第六十三条第二項から第四項までの規定は法第六十一条第一項第二号

及び第三項の決定について、第六十四条第一項の規定は法第六十一条第一項各号及び第三項

の決定について、第六十四条第二項の規定は法第六十一条第一項各号の決定について、それ

ぞれ準用する。  

３ 第六十五条の規定は、法第六十一条第四項において準用する法第四十三条第三項の規定

により指定入院医療機関を定める場合について準用する。この場合において、第六十五条第

一項中「法第三十七条第一項」とあるのは、「法第六十二条第一項」と読み替えるものとす

る。  

４ 第六十七条の規定は法第六十一条第五項において準用する法第四十五条第三項の呼出状

について、第三十二条第一項後段、第二項、第三項、第四項前段及び第五項並びに第六十八

条第一項の規定は法第六十一条第五項において準用する法第四十五条第四項及び第五項の同

行状について、それぞれ準用する。この場合において、第六十七条第一項及び第六十八条第

一項中「法第四十二条第一項第一号」とあるのは、「法第六十一条第一項第一号」と読み替

えるものとする。  

（鑑定入院決定・法第六十二条）  

第八十七条 第五十一条第一項及び第三項、第五十二条、第五十三条並びに第五十五条の規

定は、法第六十二条第二項前段の決定について準用する。この場合において、第五十二条第

一項中「法第三十四条第一項前段の命令、同条第三項ただし書の決定、前条第二項の命令及

び同条第三項の決定」とあるのは「法第六十二条第二項前段の決定、同項後段において準用

する法第六十条第三項ただし書の決定及び第八十七条第一項において準用する前条第三項の

決定」と、同条第二項及び第三項中「法第三十四条第三項ただし書」とあるのは「法第六十



二条第二項後段において準用する法第六十条第三項ただし書」と、同項中「法第三十四条第

一項前段の命令」とあるのは「法第六十二条第二項前段の決定」と、第五十三条第一項中

「法第三十四条第二項本文」とあるのは「法第六十二条第二項後段において準用する法第六

十条第二項本文」と、同条第三項から第六項までの規定中「裁判官」とあるのは「法第十一

条第一項の合議体の構成員である裁判官」と読み替えるものとする。  

２ 第八十五条第三項及び第四項の規定は、法第六十二条第二項前段の決定及び前項におい

て準用する第五十一条第三項の決定の執行について準用する。  

（保護観察所による生活環境の調査・法第六十三条）  

第八十八条 第五十八条の規定は、法第六十三条において準用する法第三十八条の規定によ

る調査及び報告について準用する。  

第六節 抗告  

（抗告申立ての方式・法第六十四条）  

第八十九条 抗告をするには、申立書（以下「抗告申立書」という。）を原裁判所に提出しな

ければならない。  

２ 抗告申立書には、抗告の趣意を簡潔に明示しなければならない。  

（入院している対象者の抗告申立て等・法第六十四条）  

第九十条 法第四十二条第一項第一号又は第六十一条第一項第一号の決定により入院してい

る対象者は、指定入院医療機関の管理者又はその代理者を経由して抗告申立書を提出するこ

とができる。この場合において、抗告の提起期間内に抗告申立書を指定入院医療機関の管理

者又はその代理者に提出したときは、抗告の提起期間内に抗告をしたものとみなす。  

２ 指定入院医療機関の管理者又はその代理者は、前項に規定する対象者から抗告申立書が

提出されたときは、これを受領しなければならない。  

３ 抗告申立書を受領した指定入院医療機関の管理者又はその代理者は、速やかに、原裁判

所に対し、当該抗告申立書を送付し、かつ、これを受領した年月日を通知しなければならな

い。  

（抗告申立書の送付・法第六十四条）  

第九十一条 原裁判所は、抗告申立書を受け取ったときは、速やかに、当該抗告申立書を記

録と共に抗告裁判所に送付しなければならない。  

２ 前項の場合において、原裁判所は、抗告申立書に対する意見を付することができる。  

（証拠物の送付・法第六十四条）  

第九十二条 原裁判所は、必要があると認めるときは、証拠物を抗告裁判所に送付しなけれ

ばならない。  

２ 抗告裁判所は、原裁判所に証拠物の送付を求めることができる。  

（抗告の通知・法第六十四条）  

第九十三条 裁判所は、検察官、指定入院医療機関の管理者又は保護観察所の長から抗告が

あったときは対象者及び付添人（付添人がない場合にあっては保護者）に対し、対象者、保

護者又は付添人から抗告があったときは検察官、指定入院医療機関の管理者又は保護観察所

の長に対し、速やかに、その旨を通知しなければならない。  

（抗告取下げの方式・法第六十五条）  

第九十四条 抗告の取下げは、書面を抗告裁判所に提出してしなければならない。  



２ 記録を抗告裁判所に送付する前に抗告の取下げをする場合には、前項の書面を原裁判所

に提出することができる。  

３ 第九十条第一項前段、第二項及び第三項並びに前条の規定は、抗告の取下げについて準

用する。この場合において、第九十条第一項前段、第二項及び第三項中「抗告申立書」とあ

るのは、「第九十四条第一項の書面」と読み替えるものとする。 

（必要的付添人・法第六十七条）  

第九十五条 第五十六条第一項及び第二項の規定は、法第六十七条の規定により抗告裁判所

が付添人を付さなければならない場合について準用する。この場合において、第五十六条第

二項中「法第十一条第一項の合議体の構成員である裁判官」とあるのは、「裁判長」と読み替

えるものとする。  

（抗告審の裁判の通知）  

第九十六条 裁判所は、次の各号のいずれかに該当する場合には、速やかに、その旨を指定

入院医療機関の管理者に通知しなければならない。  

一 対象者が法第四十二条第一項第一号又は第六十一条第一項第一号の決定（以下この条及

び第百条において「入院決定」という。）により入院している場合において、次のイ又

はロのいずれかに該当するとき。  

イ 法第六十八条第二項の規定により入院決定を取り消したとき。  

ロ 法第六十九条ただし書の規定により入院決定の執行を停止したとき。  

二 入院決定により入院していた対象者が法第六十九条ただし書の規定により当該入院決定

の執行を停止されている場合において、次のイ又はロのいずれかに該当するとき。  

イ 法第六十八条の決定があったとき。  

ロ イに掲げる場合を除き、入院決定が確定したとき。  

（差戻し又は移送後の審判・法第六十八条）  

第九十七条 抗告裁判所から法第六十八条第二項本文の規定による差戻し又は移送を受けた

事件については、更に審判をしなければならない。  

（執行停止の決定をする裁判所・法第六十九条）  

第九十八条 抗告中の事件について原決定の執行を停止する決定は、記録が抗告裁判所に到

達する前は原裁判所が、到達した後は抗告裁判所がするものとする。  

（再抗告に関する手続・法第七十条）  

第九十九条 第八十九条から第九十三条までの規定は、法第七十条第一項の抗告について準

用する。この場合において、第八十九条から第九十一条までの規定中「抗告申立書」とある

のは、「再抗告申立書」と読み替えるものとする。  

２ 第九十条第一項前段、第二項及び第三項、第九十三条並びに第九十四条第一項及び第二

項の規定は、法第七十条第一項の抗告の取下げについて準用する。この場合において、第九

十条第一項前段、第二項及び第三項中「抗告申立書」とあるのは、「第九十九条第二項にお

いて準用する第九十四条第一項の書面」と読み替えるものとする。  

３ 第五十六条第一項及び第二項の規定は、法第七十条第二項において準用する法第六十七

条の規定により最高裁判所が付添人を付さなければならない場合について準用する。この場

合において、第五十六条第二項中「法第十一条第一項の合議体の構成員である裁判官」とあ

るのは、「裁判長」と読み替えるものとする。  



（再抗告審の裁判の通知等）  

第百条 裁判所は、次の各号のいずれかに該当する場合には、速やかに、その旨を指定入院

医療機関の管理者に通知しなければならない。  

一 対象者が入院決定により入院している場合（次号に規定する場合を除く。）において、

当該入院決定を法第七十一条第二項の規定により取り消したとき。  

二 入院決定（執行されたものに限る。）を法第六十八条第二項の規定により取り消す決定

（以下この号において「入院取消決定」という。）があった場合において、次のイから

ニまでのいずれかに該当するとき。  

イ 法第七十一条第二項の規定により入院取消決定を取り消したとき。  

ロ 法第七十条第二項において準用する法第六十九条ただし書の規定により入院取消決定の

執行を停止したとき。  

ハ 法第七十条第二項において準用する法第六十九条ただし書の規定により入院取消決定の

執行が停止されている場合において、法第七十一条第一項の決定があったとき。  

ニ ハに掲げる場合を除き、法第七十条第二項において準用する法第六十九条ただし書の規

定により入院取消決定の執行が停止されている場合において、当該入院取消決定が確定

したとき。  

（差戻し又は移送後の審判・法第七十一条）  

第百一条 第九十七条の規定は、法第七十一条第二項の規定により地方裁判所に差し戻し、

又は他の地方裁判所に移送した事件について準用する。  

第七節 雑則  

（申立ての取下げの方式等・法第七十四条）  

第百二条 法第七十四条の規定による申立ての取下げは、書面を提出してしなければならな

い。  

２ 裁判所は、法第三十三条第一項又は第五十九条第一項若しくは第二項の申立ての取下げ

があったときは対象者及び付添人（付添人がない場合にあっては保護者）に対し、法第五十

条の申立ての取下げがあったときは指定入院医療機関の管理者に対し、法第五十五条の申立

ての取下げがあったときは保護観察所の長に対し、速やかに、その旨を通知しなければなら

ない。  

（競合する処分の調整の手続・法第七十六条）  

第百三条 法第七十六条の規定による決定に関する手続は、その性質に反しない限り、処遇

事件の例による。  

第三章 連戻状  

（連戻状の請求等・法第九十九条）  

第百四条 法第九十九条第六項の規定による連戻状の請求は、書面でしなければならない。  

２ 前項の書面には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 退去者の氏名、年齢及び住居又は現在地（住居及び現在地が明らかでないときは、その

旨）  

二 連れ戻すべき事由  

三 連れ戻すべき指定入院医療機関の名称及び所在地  

四 請求者の氏名  



五 三十日を超える有効期間を必要とするときは、その旨及びその理由 

六 連戻状を数通必要とするときは、その旨及びその理由  

七 同一事由により退去者に対し前に連戻状の請求又はその発付があったときは、その旨 

３ 第一項の請求をするには、連れ戻すべき事由があることを認めるに足りる資料を提供

しなければならない。  

４ 第一項の請求を受けた裁判官は、必要があると認めるときは、当該請求をした指定入院

医療機関の管理者若しくはその指定入院医療機関の職員の出頭を求めてその陳述を聴き、又

はこれらの者に対し書類その他の物の提示を求めることができる。  

（連戻状の記載要件等・法第九十九条）  

第百五条 法第九十九条第五項の連戻状には、次に掲げる事項を記載し、裁判官が記名押印

する。  

一 退去者の氏名、年齢及び住居又は現在地（住居及び現在地が明らかでないときは、その

旨）  

二 連れ戻すべき事由  

三 連れ戻すべき指定入院医療機関の名称及び所在地  

四 請求者の氏名 

五 有効期間  

六 有効期間経過後は、連戻しに着手することができず、連戻状は返還しなければならない

旨  

七 発付の年月日  

２ 前項の連戻状の有効期間は、発付の日から三十日とする。ただし、当該連戻状の請求を

受けた裁判官は、相当と認めるときは、三十日を超える期間を定めることができる。  

３ 第三十二条第二項の規定は第一項の連戻状について、同条第三項の規定は第一項の連戻

状による連戻しについて、それぞれ準用する。  

４ 裁判官は、前条第一項の請求を却下する場合には、同項の書面にその旨を記載し、記名

押印した上、これを請求者に交付しなければならない。  

５ 裁判官は、第一項の連戻状を発したときは、速やかに、前条第一項の書面を請求者に返

還しなければならない。  

（準用・法第九十九条）  

第百六条 刑事訴訟規則第五十八条から第六十一条まで、第二百九十六条及び第二百九十八

条第一項の規定は、法第九十九条第五項の連戻状に関する手続について準用する。  

附則  

（施行期日）  

第一条 この規則は、法の施行の日から施行する。ただし、第二条、第三条、第五条、第十

一条、第十二条及び第十四条の規定は、法第六条、第七条及び第十五条の規定の施行の日か

ら施行する。  

（法の施行の日＝平成一七年七月一五日、法第六条、第七条及び第十五条の規定の施行の日

＝平成一六年一〇月一五日）  

（裁判所の非常勤職員の政治的行為制限の特例に関する規則の一部改正）  



第二条 裁判所の非常勤職員の政治的行為制限の特例に関する規則（昭和二十七年最高裁判

所規則第二十五号）の一部を次のように改正する。  

本則中第八号を第十号とし、第七号を第九号とし、第六号の次に次の二号を加える。  

七 精神保健審判員 

八 精神保健参与員  

（政治資金規正法第二十二条の九第一項第二号の非常勤職員の範囲を定める規則の一部改

正）  

第三条 政治資金規正法第二十二条の九第一項第二号の非常勤職員の範囲を定める規則 

（平成四年最高裁判所規則第十三号）の一部を次のように改正する。  

本則中第七号を第九号とし、第六号を第八号とし、第五号の次に次の二号を加える。  

六 精神保健審判員 

七 精神保健参与員  

附則（平成二六年一月六日最高裁判所規則第一号）  

（施行期日）  

この規則は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成二十五

年法律第四十七号）の施行の日（平成二十六年四月一日）から施行する。 

附則（令和七年二月十二日最高裁判所規則第三号）抄 

(施行期日) 

第一条 この規則は、刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号。次条におい

て「刑法等一部改正法」という。）の施行の日（令和七年六月一日）から施行する。 

附則（令和七年三月三日最高裁判所規則第五号）  

１ この規則は、国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律（令和六年法律第

二十二号）の施行の日（令和七年四月一日）から施行する。  

２ この規則の施行前に支給原因となる事実が生じた旅費、日当及び宿泊料の額について

は、なお従前の例による。  

附則（令和七年十二月二十六日最高裁判所規則第十七号） 

この規則は、情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正する法律

（令和七年法律第三十九号）附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日（令和八年五月二十

一日）から施行する。 


